
財政状況等一覧表（平成１９年度）

◎　総合的な財政情報を公表します。

（単位：百万円）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

3,537 4,234 386 8,157

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

13,941 13,502 439 339 204 13,232

20 5 15 15 ― 26

183 175 9 9 ― ―

14,144 13,681 463 362 13,258

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

4,704 4,575 129 129 288 ― ―

4,663 4,526 136 136 531 ― ―

72 68 4 4 8 70 42

3,061 3,022 39 39 440 10,603 9,692

27 24 3 3 19 162 149

54 50 4 4 15 113 108

315 10,948 9,990

　　※　１．「実質収支」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、赤字額がある場合には負数（△～）で表示しています。
　　　　　２．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、地方債現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額です。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

158 118 39 39 0 ―

1,604 1,316 287 287 96 2,876 1,812

107 107 0 0 0 ―

一般会計 17,293 17,046 247 247 4,250 ―

基金特別会計 341 341 0 0 0 ―

一般会計 40 34 6 6 0 ―

久留米広域ふるさと振興事業特別会計 55 15 40 40 0 ―

一般会計 1,895 1,833 62 62 390 ―

財政調整基金特別会計 20 20 0 0 0 ―

一般会計 3,093 3,000 93 1 1,830 ―

福岡県公営競技収益金均てん化基金特別会計 19 18 1 1 14 ―

179 176 3 3 0 ―

一般会計 1,104 1,053 51 51 0 ―

介護保険事業特別会計 61,015 58,143 2,872 2,872 7,853 1,958 0

2,544 2,430 114 114 0 ―

3,723 4,834 1,812

　市の財政状況につきましては、「予算の概要」「半期の財政状況」「決算の概要」とあわせて、平成１７
年度分より全国の各自治体共通で一般会計・特別会計に第三セクター等の財政状況を加えた「財政状況等一
覧表」を作成し、公表しております。平成１９年度分につきまして下記のとおりお知らせします。
　表内の合計は表示未満の四捨五入の関係で一致しない場合があります。　　財政課財政係

公営企業会計等　計

一部事務組合等名

簡易水道事業特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

浄化槽整備事業特別会計

備　考
地方債現在

高

会計名

一般会計

住宅新築資金等貸付事業会計

自動車学校会計

一般会計等

会計名

国民健康保険事業特別会計

老人保健事業特別会計

歳　入 地方債現在高
他会計等から
の繰入金

他会計等から
の繰入金

備　考

歳　入

形式収支歳　出 実質収支

歳　出 備　考形式収支 実質収支
他会計等から
の繰入金

左のうち一般会計
等繰入見込額

地方債現在
高

形式収支 実質収支
左のうち一般会計
等繰入見込額歳　出

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合

福岡県市町村職員退職手当組合

久留米広域市町村圏事務組合

福岡県南広域消防組合

福岡県後期高齢者医療広域連合

一部事務組合等　計

歳　入

福岡県市町村災害共済基金組合

福岡県自治振興組合

福岡県介護保険広域連合

浮羽老人ホーム組合

うきは久留米環境施設組合



４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

39 174 77 ― ― ― ― ―

△0 40 5 ― ― 900 ― 18

82 ― ― 900 ― 18

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

1,854

1,204

3,867

6,925

　※　 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含みません。

６．財政指標の状況

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

3.27% 4.43% 1.16% △13.71% △20.00% 24.4%

8.29% △18.71% △40.00% 68.9%

7.0% 7.1% 0.1% 25.0% 35.0% 42.6%

84.6% 350.0% 49.6%

0.40 0.41 0.01

87.9% 89.8% 1.9%

　※　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示しています。
　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、一律 △20％です。

① 実質赤字比率・・・福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。

② 連結実質赤字比率・・・すべての会計の赤字や黒字を合算し、うきは市としての赤字の程度を指標化し、うきは市の運営の深刻度を示すものです。

③ 実質公債費比率・・・借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すものです。

④

⑤ 資金不足比率・・・公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すものです。

実質公債費比率

将来負担比率

財政力指数

充当可能基金名

財政調整基金

減債基金

その他充当可能基金

経常収支比率

充当可能基金　計

財政指標名

実質赤字比率

連結実質赤字比率

資金不足比率
（公営企業会計名）

当該団体から
の出資金

当該団体から
の補助金

当該団体からの
損失補償に
係る債務残高

備考
当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

経常損益
純資産又は
正味財産

地方公社・第三セクター等名

将来負担比率・・・うきは市の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払って行く可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。

うきはの里株式会社

うきは市土地開発公社

地方公社・第三セクター等　計

農業集落排水事業特別会計

下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

浄化槽整備事業特別会計


